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凡   例 

 

１ 文中及び表中の千円、万円単位の金額、比率は原則として表示単位未満を 

 四捨五入した。従って、内訳の計が合計と一致しない場合もある。 

 

２ 表中の記号「△」はマイナスを、「－」は該当数値のないものを表す。 

 

３ 表中にある構成比率は、合計を 100.0％にするため、一部調整したものがある。 

 

４ 文中の前年度に対する増減比率で、当年度に全て増加したものは「皆増」と、

全て減少したものは「皆減」と表示している。  
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令和４年度公営企業会計決算の審査意見について  

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された、令和４年度にかほ市

水道事業会計決算及びその関係書類を審査したので、その結果について次のとおり意

見を提出する。 
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令和４年度 公営企業会計決算審査意見  

 

第１ 審査の対象  

   令和４年度にかほ市水道事業会計決算  

 

第２ 審査の期間    

令和５年６月２８日から令和５年８月１８日まで 

 

第３ 審査の方法  

    審査にあたっては、水道事業会計決算書等が地方公営企業法（昭和 27 年法律第

292 号）及びその他の関係法令に準拠して作成され、その計数は正確か、事業の経

営成績及び財政状況を適正に表示しているかを検証するため、会計帳簿、証拠書

類との照合など必要と認める審査を実施した。  

審査に当たっては、関係書類、帳簿について関係職員から説明を求め、地方公

営企業経営の基本原則である経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として審査を

行った。 

 

第４ 審査の結果及び意見  

   審査に付された水道事業会計の決算書、財務諸表及び附属書類は、いずれも関

係法令に準拠して作成されており、その計数は関係諸帳簿並びに証書類と符合し、

正確であると認めた。また、水道事業の経営状況及び当年度末の財政状況を適正

に表示していると認めた。  

   概要等及び意見は次のとおりである。  
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水 道 事 業 会 計 

 

１ 業務実績について 

 本年度末の給水戸数は、前年度比８戸増の１０，８００戸となっている。 

 また、年間給水量は、前年比０．１％減の３，３３１，１４１ｍ３となっている。人口

減少の影響により、家事用・団体用・臨時用の使用量は減少しているが、営業用・工業用

の使用量は増加している。 

 施設利用率は、前年比０．１％減の４２.３％となっている。 

 なお、区分別の年度末需要家戸数及び年間給水量の推移は次表のとおりである。 

 

（単位：戸・ｍ 3） 

区   分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 前年度比較 

家 事 用 
戸  数 9,207 9,239 9,262 23 

給 水 量 2,227,247 2,181,843 2,163,616 △ 18,227 

営 業 用 
戸 数 408 409 406 △ 3 

給 水 量 298,940 304,481 320,180 15,699 

団 体 用 
戸 数 661 666 669 3 

給 水 量 367,108 384,190 363,623 △ 20,567 

工 業 用 
戸 数 27 27 27 0 

給 水 量 400,681 450,291 473,961 23,670 

臨 時 用 
戸 数 418 451 436 △ 15 

給 水 量 10,026 14,839 9,761 △ 5,078 

合 計 
戸 数 10,721 10,792 10,800 8 

給 水 量 3,304,002 3,335,644 3,331,141 △ 4,503 
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（年間給水量の推移）                        

 

 

 

２ 経営成績について 

 事業収益では、前年度比１９０万２千円（0.3％）増の５億８，２３０万７千円となって

いる。 

 事業費用では、前年度比１，３５６万５千円（2.4％）増の５億８，１４１万８千円とな

っている。 

経費の主な内訳は、配水及び給水費で８０３万９千円（18.7％）の増、資産減耗費で５

４１万５千円（57.9％）の増、原水及び浄水費で１８５万１千円（1.6％）の増となったが、

減価償却費で２０１万円（0.7％）、支払利息で１６６万４千円（5.8％）の減となっている。 

 総収益から総費用を差し引いた収支では、前年度１，２５５万２千円の黒字から本年度

は１，１６６万３千円（92.9％）減の８８万９千円の黒字となっている。（※記載金額税抜） 

 なお、区分別の年間給水収益の推移は次表のとおりである。 

 

2,227,247
2,181,843 2,163,616 

298,940 304,481 320,180 

367,108 384,190 363,623 

400,681 450,291 473,961 

10,026 14,839 9,761 
0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

令和2年度 令和3年度 令和4年度

家事用 営業用 団体用 工業用 臨時用 (単位：ｍ 3) 
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（年間給水収益の推移）                     （単位：円） 

区   分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 前年度比較 

家 事 用 239,579,955 235,253,683 233,539,074 △ 1,714,609 

営 業 用 56,747,607 57,760,812 60,735,526 2,974,714 

団 体 用 71,365,762 74,402,599 71,034,098 △ 3,368,501 

工 業 用 79,998,426 90,204,517 94,599,432 4,394,915 

臨 時 用 7,907,710 10,898,380 8,077,480 △ 2,820,900 

合 計 455,599,460 468,519,991 467,985,610 △ 534,381 

 

（総収益・総費用・純損益の推移）           （単位：千円） 

 

 

３ 建設改良費について 

 建設改良費の総額は１億１１７万５千円であり、その内訳は、一般国道遊佐象潟道路事

業に伴う補償工事（３５，７４８，９００円）や、経年管布設替工事（２３，１６９，３

００円）である。 

 予算現額（１４９，６５１，０００円）に対する執行率は６８．０％となっている。地

方公営企業第２６条の規定による繰越額は１５７万３千円である。 

565,036 580,405 582,307 
570,472 567,853 581,418 
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12,552 889 

-100,000

100,000

300,000

500,000

700,000
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総収益

総費用

純損益
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（単位：千円） 

区   分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 前年度比較 

公共下水道関連工事 24,826 0 0 0 

石綿ｾﾒﾝﾄ管更新工事 28,248 0 0 0 

そ の 他 108,243 141,275 101,175 △ 40,100 

合 計 161,317 141,275 101,175 △ 40,100 

 

４ 企業債について 

 企業債の状況については、本年度借入金が２，０００万円、本年度償還額が１億２，４

６７万６千円で、本年度末残高は２３億５，０６７万５千円となっている。 

 企業債利息は前年度２，８８５万９千円から、本年度は２，７１９万５千円となってい

る。 

 

 

５ 経営分析について 

 （１）経営成績を示す収益比率等の推移は次表のとおりである。 

（単位：％） 

区   分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 前年度比較 

営 業 収 支 比 率 88.6 90.2 87.9 △2.3 

経 常 収 支 比 率 100.0 102.3 100.2 △2.1 

純利益対総収益比率 △1.0 2.2 0.2 △2.0 

 

 ○営業収支比率 【（営業収益－受託工事収益）÷(営業費用－受託工事費用）×100】 

  営業活動によってもたらされた営業収益と、さらにそれに要した営業費用とを対比 

 して営業活動の能率を示すものであり、大きいほどよく１００％以上が理想とされる。 

  本年度は８７．９％で、前年度に比べ２．３％低下している。 
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 ○経常収支比率 【経常収益÷経常費用×100】 

  経常的な収益と費用の関係を示すもので、数値は大きいほど良く１００％以上が理

想とされる。 

  本年度は１００．２％で、前年度に比べ２．１％低下している。 

 

 

 ○純利益対総収益比率 【当年度純利益÷総収益×100】 

  総収益のうち最終的に企業に残されて純利益となったものの割合を示すものである。

本年度は０．２％で、前年度に比べ２．０％低下している。 
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令和４年度は、人口減少により家事用、団体用、臨時用の給水収益は減少したが、その

他は増加した。今後も給水量の減少及び維持管理経費等の増加に備え、引き続き運営の効

率化に最善の努力を求めるものである。 

 

（２）財務比率を示す主要比率の推移は次表のとおりである。 

（単位：％） 

区   分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 前年度比較 

自 己 資 本 構 成 比 率 63.3 64.2 65.1 0.9 

固定資産対長期資本比率 92.4 91.8 90.5 △1.3 

流 動 比 率 301.0 324.5 373.0 48.5 

当 座 比 率 299.8 323.2 370.7 47.5 

 

 

 ○自己資本構成比率  

【（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）÷（負債・資本合計）×100】 

  総資本に占める自己資本の割合を示すもので、比率が高いほど経営の安定性は大き 

いとされている。 

  本年度は６５．１％で、前年度に比べ０，９％上昇している。 
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○固定資産対長期資本比率  

【固定資産÷（資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益）×100】 

 固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われるべきとの立場から、少

なくとも１００％以下であることが望ましく、１００％を超えた場合は固定資産に対

して過大投資が行われたものと言える。 

 本年度は９０．５％で、前年度に比べ１．３％低下している。 

 

 

○流動比率【流動資産÷流動負債×100】 

○当座比率【（現金預金＋未収金）÷流動負債×100】 

 短期における支払能力を示す流動比率は３７３．０％で、理想比率とされる２００％

を上回っている。また当座比率は３７０．７％で理想比率とされる１００％を上回っ

ている。  
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以上のとおり、財政状況は概ね良好な状態にあると判断されるが、現状をより的確 

  に分析し、さらなる経営改善を図られるよう願うものである。 

 

６ むすび 

 水道事業の経営状況は、総収益から総費用を差し引いた当年度純利益は、前年度１，２

５５万１千円の黒字から、１，１６６万３千円下回る８８万９千円の黒字となっている。  

 その要因は、事業費用の増加に加え、収益面で家事用と団体用は戸数が増加したものの

給水量は減少していること、また、市内で大規模な工事が終了したことに伴い、臨時用の

給水量が減少したことによるものである。  

 今後も、更なる人口減少等による給水収益の減少や維持管理経費の増加が見込まれ、厳

しい経営環境が想定される。このことから、持続可能な水道事業を実現するため、新水道

ビジョンを基に事業を進め、アセットマネジメント継続による将来を見据えた計画の元に

料金改定も視野に入れた健全な経営、事業執行に努める必要がある。  

 

◎事業の予算執行状況、経営成績及び財政状態の詳細は、次に述べるとおりである。 
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水 道 事 業 会 計 

１ 予算の執行状況 

(1) 収益的収入 

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

水道事業収益 629,106,000 630,912,736 1,806,736 100.3 

営業収益 538,417,000 535,335,624 △ 3,081,376 99.4 

営業外収益 90,686,000 95,483,129 4,797,129 105.3 

特別利益 3,000 93,983 90,983 3,132.8 

 収益的収入の決算額は、６億３，０９１万３千円で、予算額に対して１００．３％の執

行率となり、１８０万７千円上回っている。その内訳は、営業収益５億３，５３３万６千

円、営業外収益９，５４８万３千円、特別利益９万４千円である。 

 

(2) 収益的支出  

                    （単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

不 用 額 

（Ａ）－（Ｂ） 

執行率 

(B)/(A) 

水道事業費用 625,179,000 601,171,632 24,007,368 96.2 

営業費用 592,694,000 573,790,582 18,903,418 96.8 

営業外費用 27,481,000 27,194,948 286,052 99.0 

特別損失 1,004,000 186,102 817,898 18.5 

予備費 4,000,000 0 4,000,000 0.0 

 収益的支出の決算額は、６億１，１７１万２千円で、予算額に対して９６．２％の執行

率となり２，４００万７千円下回っている。その内訳は、営業費用５億７，３７９万１千

円、営業外費用２，７１９万５千円、特別損失１８万６千円である。 
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(3) 資本的収入 

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

資本的収入 104,796,000 79,180,106 △ 25,615,894 75.6 

企業債 20,000,000 20,000,000 0 100.0 

負担金 55,830,000 30,213,021 △ 25,616,979 54.1 

出資金 28,966,000 28,967,085 1,085 100.0 

 資本的収入の決算額は７，９１８万円で、予算額に対して７５．６％の執行率となり、

２，５６１万６千円上回っている。その内訳は、企業債２，０００万円、負担金３，０２

１万３千円、出資金２，８９６万７千円となっている。 

 

(4) 資本的支出                      

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予算現額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

翌年度 

繰越額（Ｃ） 

不用額 

(A)-(B)-(C) 

執行率 

(B)/(A) 

資本的支出 274,328,000 226,451,392 19,943,000 27,933,608 82.5 

建設改良費 149,651,000 101,774,953 19,943,000 27,933,047 68.0 

企業債償還金 124,677,000 124,676,439 0 561 100.0 

 資本的支出の決算額は２億２，６４５万１千円で、予算額に対して８２．５％の執行率

となり、２，７９３万４千円下回っている。その内訳は、建設改良費１億１７７万５千円、

企業債償還金１億２，４６７万６千円となっている。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額１億４，７２７万１，２８６円は、当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５３６万５，８８６円、過年度分損益勘定

留保資金１億４，１９０万５，４００円で補てんしている。 
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(5) 予算に定められた限度額等について 

予算第５条企業債、第６条一時借入金、第８条議会の議決を経なければ流用すること

のできない経費、及び第１０条たな卸資産購入限度額については、いずれも適正に執行

されており、その内訳は次のとおりである。 

 

（単位：円、（税込）） 

予 算 区 分 
議決額 

（Ａ） 

執行額 

（Ｂ） 

比 較 

（Ｂ）－（Ａ） 
付  記 

企 業 債 20,000,000 20,000,000 0  

一 時 借 入 金 70,000,000 0 △ 70,000,000  

職 員 給 与 費 55,363,000 52,298,886 △ 3,064,114  

交 際 費 100,000 0 △ 100,000  

た な 卸 資 産 

購 入 限 度 額 
11,000,000 6,728,270 △ 4,271,730 
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２ 経営成績 

(1)収益及び費用について 

  事業活動及び経営成績は、事業報告書、損益計算書に示されており、その概要は次の 

とおりである。                        （単位：円、（税抜）） 

収  益 費  用 損  益 

営 業 収 益 486,759,156 営 業 費 用 554,036,958 営 業 損 益 △ 67,277,802 

営業外収益 95,453,525 営業外費用 27,194,948 営業外損益 68,258,577 

特 別 利 益 93,983 特 別 損 失 186,102 特 別 損 益 △ 92,119 

総 収 益 582,306,664 総 費 用 581,418,008 当年度純損益 888,656 

 当年度の損益は、営業損益で６，７２７万７，８０２円の損失、営業外損益で６，８２

５万８，５７７円の利益、特別損益で９万２，１１９円の損失となっており、この結果、

当年度は８８万８，６５６円の利益となっている。 

 

(2)営業損益の対前年度比較                 （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

区 分 

令和２年度 

（Ａ） 

令和３年度 

（Ｂ） 

令和４年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B)×100 

営 業 収 益 473,301,963 485,944,445 486,759,156 814,711 0.2 

 給 水 収 益 455,599,460 468,519,991 467,985,610 △ 534,381 △0.1 

受 託 工 事 収 益 0 0 0 0 0 

その他営業収益 17,702,503 17,424,454 18,773,546 1,349,092 7.7 

営 業 費 用 534,027,576 538,701,558 554,036,958 15,335,400 2.8 

 原水及び浄水費 117,675,336 116,730,040 118,580,861 1,850,821 1.6 

配水及び給水費 41,172,739 43,005,028 51,044,334 8,039,306 18.7 

受 託 工 事 費 0 0 0 0 0 

業 務 費 12,150,251 11,879,225 12,094,252 215,027 1.8 

総 係 費 65,092,313 63,084,904 64,910,181 1,825,277 2.9 

減 価 償 却 費 294,965,747 294,646,714 292,637,035 △ 2,009,679 △0.7 

資 産 減 耗 費 2,971,190 9,355,647 14,770,295 5,414,648 57.9 

営 業 損 益 △60,725,613 △52,757,113 △ 67,277,802 △ 14,520,689 27.5 
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 営業収益を前年度と比較すると８１万４，７１１円（0.2％）増加しており、項目別にみ

ると、給水収益５３万４，３８１円（0.1％）の減、その他営業収益１３４万９，０９２円

（7.7％）の増となっている。 

 営業費用を前年度と比較すると１，５３３万５，４００円（2.8％）増加しており、項目

別にみると主なものは、原水及び浄水費１８５万８２１円（1.6％）、業務費２１万５，０

２７円（1.8％）、資産減耗費５４１万４，６４８円（57.9％）、配水及び給水費８０３万９，

３０６円（18.7％）の増となっている。 

 この結果、営業損益は前年度に比較して損失が１，４５２万６８９円（27.5％）増加し、

６，７２７万７，８０２円の損失となっている。 

 

(3)営業外損益の対前年度比較 

（単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

 

区 分 

令和２年度

（Ａ） 

令和３年度 

（Ｂ） 

令和４年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

営 業 外 収 益 91,126,433 94,395,632 95,453,525 1,057,893 1.1 

 受取利息及び配当金 6,409 7,109 7,445 336 4.7 

補 助 金 5,566,413 5,369,695 5,291,287 △ 78,408 △1.5 

長期前受金戻入 85,217,324 88,666,272 89,683,247 1,016,975 1.1 

雑 収 益 336,287 352,556 471,546 118,990 33.8 

営 業 外 費 用 30,520,772 28,858,552 27,194,948 △ 1,663,604 △5.8 

 支 払 利 息 及 び 

企業債取扱諸費 
30,520,772 28,858,552 27,194,948 △ 1,663,604 △5.8 

営 業 外 損 益 60,605,661 65,537,080 68,258,577 2,721,497 4.2 

 営業外収益を前年度と比較すると１０５万７，８９３円（1.1％）増加しており、項目別

に見ると主なものは、長期前受金戻入１０１万６，９７５円（1.1％）の増、雑収益１１万

８，９９０円（33.8％）の増となっている。 

 営業外費用は１６６万３，６０４円（5.8％）減少しており、これは支払利息及び企業債

取扱諸費によるものである。 

 この結果営業外損益は、前年比２７２万１，４９７円（4.2％）増の６，８２５万８，５

７７円の利益となっている。 
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(4)特別損益の対前年度比較  

              （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

 

区 分 

令和２年度 

（Ａ） 

令和３年度

（Ｂ） 

令和４年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

特 別 利 益 607,271 64，603 93,983 29,380 45.5 

 固 定 資 産 売 却 益 534,063 0 0 0 0.0 

過年度損益修正益 0 0 0 0 0.0 

その他特別利益 73,208 64，603 93,983 29,380 45.5 

特 別 損 失 5,923,282 293，064 186,102 △ 106,962 △36.5 

 過年度損益修正損 83,010 293，064 186,102 △ 106,962 △36.5 

貸倒損失 5,840,272 0 0 0 0.0 

そ の 他 特 別 損 失 0 0 0 0 0.0 

特 別 損 益 △5,316,011 △228，461 △ 92,119 136,342 △59.7 

特別損益を前年度と比較すると、特別利益は２万９，３８０円（45.5％）増加している。

これはその他特別利益が増えたことによるものである。 

特別損失は１０万６，９６２円（３６．５％）減少しており、項目別にみると債権の相

手方の破産に伴う貸倒損失がなかったことによるものである。 

この結果、特別損益は１３万６，３４２円の利益となっている。 

  



- 16 - 

 

(5)収益、費用、損益及び利益剰余金等の推移 

        （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

 

区 分 

令和２年度

（Ａ） 

令和３年度 

（Ｂ） 

令和４年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

営 業 収 益 473,301,963 485,944,445 486,759,156 814,711 0.2 

営 業 費 用 534,027,576 538,701,558 554,036,958 15,335,400 2.8 

営 業 損 益 △60,725,613 △52,757,113 △ 67,277,802 △ 14,520,689 27.5 

営 業 外 収 益 91,126,433 94,395,632 95,453,525 1,057,893 1.1 

営 業 外 費 用 30,520,772 28,858,552 27,194,948 △ 1,663,604 △5.8 

営 業 外 損 益 60,605,661 65,537,080 68,258,577 2,721,497 4.2 

特 別 利 益 607,271 64,603 93,983 29,380 45.5 

特 別 損 失 5,923,282 293,064 186,102 △ 106,962 △36.5 

特 別 損 益 △5,316,011 △228,461 △ 92,119 136,342 △59.7 

総 収 益 565,035,667 580,404,680 582,306,664 1,901,984 0.3 

総 費 用 570,471,630 567,853,174 581,418,008 13,564,834 2.4 

当 年 度 純 損 益 △5,435,963 12,551,506 888,656 △ 11,662,850 △92.9 

前年度繰越利益剰余金 

（△前年度繰越欠損金） 
230,901,970 225,466,007 226,116,637 650,630 0.3 

そ の 他 未 処 分 利 益 

剰 余 金 変 動 額  
0 0 0 0 0.0 

当年度未処分利益剰余金 

(△当年度未処理欠損金) 
225,466,007 238,017,513 227,005,293 △11,012,220 △4.6 
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３ 財政状態 

(1) 資産及び負債・資本 

（単位：円、％） 

年 度 

科 目 

令和３年度 令和４年度 比 較 

金  額 構成比 金  額 構成比 増  減 増減率 

資 

 

産 

固

定

資

産 

有 形 固 定 資 産 6,387,807,654 88.6 6,174,062,753  87.5 △ 213,744,901 △ 3.3 

投 資 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

小 計 6,387,807,654 88.6 6,174,062,753 87.5 △ 213,744,901 △ 3.3 

流 動 資 産 823,771,135 11.4 881,480,968 12.5 57,709,833 7.0 

資 産 合 計 7,211,578,789 100.0 7,055,543,721 100.0 △ 156,035,068 △ 2.2 

負 

 

債 

固 定 負 債 2,330,675,159 32.3 2,224,520,400 31.5 △ 106,154,759 △ 4.6 

流 動 負 債 253,828,735 3.5 236,309,549 3.3 △ 17,519,186 △ 6.9 

繰 延 収 益 1,934,656,848 26.8 1,872,439,984 26.5 △ 62,216,864 △ 3.2 

負 債 合 計 4,519,160,742 62.6 4,333,269,933 61.3 △ 185,890,809 △ 4.1 

資 

 

 

本 

資 

本 

金 

資 本 金 2,373,283,450 32.9 2,402,250,535 34.0 28,967,085 1.2 

小 計 2,373,283,450 32.9 2,402,250,535 34.0 28,967,085 1.2 

剰 

余

金 

資 本 剰 余 金 3,653,340 0.1 3,653,340 0.1 0 0.0 

利 益 剰 余 金 315,481,257 4.4 316,369,913 4.6 888,656 0.3 

小 計 319,134,597 4.5 320,023,253 4.6 888,656 0.3 

資 本 合 計 2,692,418,047 37.4 2,722,273,788 38.7 29,855,741 1.1 

負 債 ・ 資 本 合 計 7,211,578,789 100.0 7,055,543,721 100.0 △ 156,035,068 △ 2.2 
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① 資産について 

資産について前年度と比較すると、有形固定資産が２億１，３７４万４，９０１円（3.3％）

減少し、構成比率は８７．５％となっている。その主なものは機械及び装置２，３１７万

４，６７７円（7.3％）の減、建物１，１３８万３，８４２円（8.7％）の減、構築物１億

７，６５９万９，６５４円（3.0％）の減、工具器具及び備品６３４万５，６８９円（13.1％）

の減、車両運搬具７２万１，０３９円（25.3％）の減となっている。 

 流動資産は５，７７０万９，８３３円（7.0％）増加し、構成比率は１２．５％となって

いる。その主なものは現金・預金２，７５３万５，３３３円（3.6％）の増となっている。 

 

② 負債について 

 負債について前年度と比較すると、固定負債が１億６１５万４，７５９円（4.6％）減少

し、構成比率は３１．５％となっている。これはすべて企業債である。 

流動負債は１，７５１万９，１８６円（6.9％）減少し、構成比率は３．３％となってい

る。その主なものは未払金２，０４９万７，７８１円（17.7％）の減となっている。 

繰延収益は６，２２１万６，８６４円（3.2％）減少し、構成比率は２６．５％となって

いる。 

 

③ 資本について 

 資本金について前年度と比較すると、２，８９６万７，０８５円（1.2％）の増となって

いる。 

 剰余金について前年度と比較すると、資本剰余金は変わらず、利益剰余金は８８万８，

６５６円（0.3％）の増となっており、合計で８８万８，６５６円（0.3％）の増となって

いる。 
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(2)企業債 

  企業債について過去 3 カ年度を比較すると次のとおりである。 

 

（単位：円） 

企業債の当年度末未償還額は、２３億５，０６７万５，１５９円で前年度に比較すると

１億４６７万６，４３９円減少している。 

 

（企業債の推移）                       （単位：百万円） 
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償還元金 借入額 年度末未償還額

年 度 

区 分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

前年度末未償還残高 2,594,722,045 2，541，677，010 2,455,351,598 

当 年 度 借 入 額 45,000,000 21，000，000 20,000,000 

当 年 度 償 還 額 98,045,035 107，325，412 124,676,439 

当年度末未償還残高 2,541,677,010 2，455，351，598 2,350,675,159 


